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協業情報の個的実在性と共同性
Individual Reality and Cooperativity on Collaborative Information
Sunao Miyashita
ABSTRACT
The purpose of this paper is to examine a characteristic of
collaborative information systems. Although improvements
have been made to study information systems for problem
solving, exploration of the nature (fundamental causes) of the
problem of information systems has not previously been made.
The use of virtual organization offers potential benefits
including efficient coordination across time-space boundaries, a
significant reduction in costs, more flexible combinations of
activities, and a simplification of management. The system by
the idea "integrated balance" involves the contradiction of the
reality and faces the control and the monitoring systems as an
ideal organization theory. Information on each composition
subject is alienated from individual real existence in the
process. As for the problem of an integrated system, even if a
current analysis and EDP audit are executed, overcoming is
impossible. The individual information system has individual
reality and cooperativity on collaborative information. An
individual information system is restructured by the
collaborative information systematization and the creation act
of the reality.
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はじめに
業務の効率・効果の向上を追求する企業の協業情報システムは、多義性や矛
盾を抱える現実との岨酷を内包したまま「統一的均衡」という理念による組織
論と結びつきながら制御と監視のシステムヘ向かう。その過程で協業情報シス
テムの各構成主体の情報は個的実在性から疎外される。統合システムの問題は
単に実態分析やシステム監査だけでは克服が困難である。これらの問題解決の
ために検討 。改善が試みられてきたものの情報システムにおける問題の本質へ
の探究はほとんどなされてこなかった。このことは「自由放任」概念を先鋭的
に観念化した新自由主義によるマクロ経済システムにおける課題にも通じる。
本稿では論考の基本として①協業情報は近代合理主義の特質である分業化・
標準化 。大規模化等によって現実との饂館を内包すること。②協業情報システ
ムによる疎外は根本的には経営・業務構造(とりわけ情報の所有と利用の形態)
によって規定されること。③個別情報は固有性とともに共同性りをア・プリオ
リに具備していること。④個別情報の「協同化」による再建を通じて協業情報
システムは変革されること、の4点を措定する。このテーマの取り組みにおい
ては受発信情報にかかる所有形態を含む基盤構造へのアプローチが中心になる。
1)ここでの共同性とは、複数の主体が一定目的のもとで「一体化の状態にあること」に力
点があり、協同性とは、一定目的のため役割差異のある複数主体が「一体化するために
協力すること」に力点が置かれた事象である。そしてCooperativityは、共同のため
(または共同状態への再建のため)の協同を普遍的認識として捉えたものであり、その
基底には共同性の確保への能動的・動態的認識がある。
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1章 現代の情報の特質 と認識視角
1節 現代の競争と情報
企業の協業情報システムにおける情報が現実をそのまま表象したものでない
ように、完全競争は非現実的な夢想である。自由放任を基調とする市場経済に
おいて完全競争が実現するための条件は整備されてはいないのである。むしろ
完全競争は次のように捉えられる。「経済理論で用いる<完全競争>という概
念は、あくまでも分析のための用具であって、それ自体に現実的な<望ましさ
>がこめられているわけではない。現実の問題はあくまでも、有効な経済競争
が行われる環境が存在するか否かであって、消費者や企業が<無数に存在する
か否か>ではないことに注意したい"」。寡占においては企業間で暗黙裡に価格
管理が行われる懸念があるゆえ、必ずしも完全競争の前提 (条件)の1つに無
数の競争者は不要とはいえないのだが、有効な経済競争のための環境が問われ
るべきとの見解は正しい。
市場で完全競争が行われるためのシステム的条件として「すべての情報を無
時間、無コストで正確にすべての参加者に伝える」という条件があるめ。
そのようななかインターネット、CALS(Commerce At Light Speed)等に
みられる情報ネットワークの発展によって、取引 (売買)のための時間とコス
トが捨象されるとの見方がある。たとえばそれは次の文章に示される°。「それ
にしても従来ずっと<完全情報>なんて非現実だとされてきた。(中略)とこ
ろが、情報通信革命によって、この夢のまた夢が実現しそうになってきたので
猪木武徳「私の問題と自発的な中間組織」佐々木 毅・金 泰昌編(2002)3頁。
すべての市場参加者 (需要者と供給者およびそれらの関係者)が財のすべての性質と市
場価格を無料でただちに知ることができればそれは完全情報の状態である。完全情報は、
財の同質性、需要と供給者の多数性、参入退出の自由性、取引時間とコストの極小性等
とともに完全競争を形成する。
小室直樹(1997)47～50頁。
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ある。コンピュータとくにパソコン、インターネットの革命的発達によって、
<すべての情報を無時間、。無コス トで正確にすべての参加者に伝える>こ
との非現実性は急速に消滅しつつある」。「あまりにも非現実すぎるとして長年
批判されっばなしであった完全競争 (がクリアすべしとされてきた)の2条件
が、CALSのおかげで一気にクリアされる」。
これはいわば「期待」の表明または俗説以外のなにものでもない。新自由主
義や情報技術革新への過信はややもすると夢想と現実の境界を曖味にする。
インターネットは普及率の推移をみても飛躍的に普及していることが分かる
し、ビジネス上での情報ネットヮークもCALS等の発展をみるとめざましい
ものがある。だが、多様なメディアがいくら発達してもそのまま取引のための
完全情報の実現化にはつながらない。完全情報が実現されない理由は、情報開
示が必ずしも適確に行われないからである。情報開示こそ完全情報の具現の第
一歩なのだが、IT(情報通信技術)の飛躍的な発展と情報開示の進展が直接
結びつかないのである。
企業による情報は非開示が基本であり自企業に不利な情報は隠す。しかも情
報の受発信にはタイムラグや情報の偏在がある。現実のビジネス界は完全情報
の状態にはなく、情報の不完全性は「私欲による競争を通じた社会全体での調
和」による富の獲得を困難にしている。粉飾もあるし不都合な情報は市場に開
示しない。またインサイダー取引のような不正行為は論外として、競争はむし
ろ情報の不完全性 (部分不開示)を超過利潤の源泉にしながら展開されている
のである。そのことは金融市場経済では顕著であり情報差別化のために金融工
学が駆使されるのである。商品価値は本来は労働価値を基礎に市場価値を付加
したものであるにもかかわらず市場価値が偏重されているゆえの現象である。
松島(2009)は市場をめぐる各種の情報が概ね合理的期待を充足するとして、
次のように述べている9。「金融商品の価値を合理的に計算できるように規格化
5)松島 斉(2009)参照。
θδ
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する提言もなされているが、金融革新の足かせになるので受け入れがたい。
(中略)なお、通常の株式でも成り立つことであるが、実際の投資家は<限定
合理的>な手続きにしたがい情報処理している。新しい金融商品は複雑でリス
ク構造をひもといて価値を計算することは難しい。新しい金融商品はこうした
手続きが欠けており、限定合理的手続きの確立が急務である」。
とは言え、いわゆる「限定合理性」での情報とは何かが厳密には捉えられて
いないことが問題である。現実 (実体)を限りなく認識把握できる主体が限ら
れ、加えて現実を適確に認識把握できない部分にこそ大きな「利潤」の源泉が
あるという「限定」なのである。
競争や需要供給での完全情報が安易に前提にされるなか情報開示は不十分で
あるし、熾烈な競争ゆえに株価操作のための巧妙な情報隠蔽や改費もあり、情
報格差と時間差を利用した投資 (または投機)がなされる。リスクが利益の源
泉とされつつ (テイクリスク)も実際は広義の情報格差や情報差異を利用する
投資機関や専門家が存在する。
意思決定のための事柄の背景 。関連が正当に想起され、それが理解できてこ
そ意思決定の的確性が担保される。不確実性を減少させる機能をもつのが情報
との観点からすれば市場参加者がどの程度確実な情報を得ることができるのか
という検証が要る。意思決定の際に、それに応えられなければ完全情報の状態
とは言えない。
資本制経済での競争経済を限りなく完全競争経済に近づけ、かつ公正で効率
的な状態にするとともに、内包する構造的な欠陥 (需給不整合の必然性)をい
かに克服するか。自らを支える社会システムをもっていないとされる資本十U経
済へのこの要請は「月を欲しがる」ことになるのかを問うことでもあり、自由
経済に課せられた重要な課題である。
その克服のための有力なアプローチとしてのインターネット等による情報通
信技術の高度な活用は、その課題克服のための必要条件であるが十分条件では
“
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ない。情報開示システム化を推進するだけではなく、いかなる情報をいかに開
示するか、さらには情報をどのように共有し利用するか、加えて情報経済学で
いうシグナリング0での情報開示 (提供)が的確な判断にどのように資するの
か、またそれが何らかの表面的な目的以外のための操作手段として利用される
ことはないのかの吟味も残されている。
2節 動態的情報リテラシー
市場主義と競争原理が健全に機能するためにはルールと環境の整備が前提と
なる。自由放任を説くいかなる思想にも内容の差こそあれこのことは共通して
いる。いわゆる「アナルコ。キャピタリズム」においてもしかりである。
自由主義経済の祖とされるアダム・スミスは自由な競争において「見えざる
手」が作用して市場は均衡し競争の弊害も調整され解消されるとした。スミス
は「人間が禾U己心を何ものによっても妨げられることなく発揮することによっ
てのみその結果において自ずから達成されるものであり、この点に利己心の神
授の本能たるゆえんがある」としつつ、利己的個人を社会に調和させる途とし
て「相手への同感を基本とし、その是非のチェックは実在の観察者ではない、
いわゆる内なる第三者によって行う」としたのであるつ(傍点は筆者)。
だが、アダム・スミスの言う「相手への同感」「実在の観察者ではない、い
わゆる内なる第三者による是非のチェック」に依存する調和は、一般生活上の
道徳・倫理を基軸にした経済に関わる姿勢としては是認できるとしても (蜜蜂
の行動と社会的な人間行動との単純なアナロジーは受容できるものではない
が)、 これによって市場経済における「自由放任による活力」がある反面「不
均衡と予期できない危機を内在している」という矛盾を解決ないしは止揚でき
情報の非対称性がある市場において、私的情報を保有している者が、情報を持たないlRll
に情報を開示するような行動をとるというミクロ経済学における概念である。
Smith,A(1759)邦訳第1篇および第2篇参照。
θ∂
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ると考えるには相当無理がある。
市場での自由放任が推奨されながらも、この点の問題性が観念空間に押しや
られ具象化が等閑にされてきたのだった。均衡のための具体的な「第三者の目」
と「自由のもとでの自生的均衡のための制御」を欠いたまま放任されてきたの
であり、現象の写像 (鏡像)化だけでなく内包する矛盾をも照射する情報項目
の連鎖体が求められる所以である。
産業経済活動では期間情報が重視され、時系列の推移分析によって過去の事
態をいかに理解し現在の事態との差を見るかに努力が注がれてきた。今や動
向・推移とリアルタイムの両面での情報収集とリテラシーが不可欠である。現
代資本主義・金融市場経済に場当たり的な規制や倫理を引き当てるのではなく、
開かれた市場経済、開かれた金融市場経済構想と連携する新たなパースペクテ
ィブをもった情報経済からの視点が注目される。そして産業経済活動に付随す
る膨大や情報が大量生産 (発信)。流通している現代の産業経済の情報化のた
めに次の3点が必須になっていると考える。①情報受発信の状況の特質はその
動態性にあり、情報受発信で取捨選択や評価や批判のための、いわば「動態視
力」に匹敵する情報リテラシーの強化を図る。②ピンポイント的意識的情報受
信評価による利用行動やインターネットヘの主体的事前選択的受信行動として
のアクセスを保障する。③継続的なグランドデザインカの確保と課題への批判
的な取り組みの基盤を策定する。
平常時の交通データを収集し分析してもイレギュラーな事態やパニック状態
が発生すると過去の分析は無効になる。ましてや金融資本市場経済では何が起
こるか分からない。一瞬のミスが重大事態を惹起することもあるし、その対応
いかんでは軌道修正が損なわれるおそれがある。これは危機管理アプローチが
不可欠な理由の一つであり、思い込みによる頑固な運営では、引き返すことさ
えできなくなる。サイモンは述べている。「しかしときに、価格の上昇が一層
の価格の上昇の期待を生み、したがって売りよりもむしろ買いを誘う。そして
“
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投機に参加しているすべてのプレイヤーが自分だけは崩壊が起こる前に脱出で
きると考えるため、経済上の<度胸だめし>ゲー ムが現れる。この場合不安定
化作用をもたらすのは、実際の価格が間もなく長期的均衡点に戻るであろうと
いう信念の欠如である°」。
修正のための「芽」の実態と本質を把握するために、産業経済活動の日々そ
してリアルタイム情報とともに短期 。中期 。長期情報分析の精確な分析 を行う。
情報の発生 。収集・分析がいつなされたかという時間軸の再確認が求められて
いるのである。
企業活動では基本的に短期的利益が追求され、表面的な業務効率が追求され、
その結果、協業情報システムにおける効率・効果の向上のための業務情報処理
が閉鎖的・排他的なデータ処理になる。そのようななか個別情報の固有性と一
義的な意味は失われ、それらは利益獲得に還元される。これは資本主義の特質
からの必然である。情報発生 (発信)源での個別現実の表象の的確性の確保が
問われるのであり、これが情報開示や情報共有の前提条件になる。過去の情報
であれリアルタイムでの情報であれ情報の有用性は情報活用の目的との関係に
おける分析 システムの適格性で決まる。
2章 情報協同の可能性と課題
1節 情報協同への様々な試み
企業の情報処理では、従業者の業務遂行 (労働)を基点にして生産・流通業
務に直接必要な情報 (デー タ)処理が行われる。それは情報ネットヮークによ
って企業間協業システムでの情報処理へと発展していく。これらにかかるデー
タベースや各種のデータウェアハウスが情報処理と情報活用を支える。
8)Simon,HA.(1981[1969])邦訳、60頁。
イθ
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i個々 の組織における従業者や各セクションでの非効率な情報処理は企業内
協業情報システム化によって脱する。ii企業内協業情報システムは取引の拡大
とその業務遂行の効率化のために必然的に企業間協業情報システムの利用に移
行する。面企業間協業情報システムは業界・産業界での協業情報システムの
利用に発展する。この発展 (相転移)は第i段階から第iiの段階への移行とは
異なる発想にもとづくものであり、第五段階においてすでに移行基盤が整って
いるからといって比較的容易に相転移するとの考えは誤りである。さらにはこ
の発展のために現実の構造基盤自体の変革に必ずしも拘泥することもない。
企業間組織行動は個別資本の拡張行動として業界・産業という社会経済構造
に不可逆的に組み込まれたものであり、その目指すところが個別企業の事業・
管理・業務の効率と効果の向上に加えて戦略目的のための個別資本の利潤追求
であるかぎり、産業経済での予定調和は担保されない。存立発展の不安定と不
全から企業間協業の総和としてのシステミックリスクが潜在し続ける (それは
金融恐慌時の金融システムに端的に見ることができる)。
協業情報システムは重層的構造を形成している。それは個的実在の「核」で
ある (起点でもある)現場での情報処理、その集合体としての各セクション情
報処理、そしてそれらの統合化された個別企業の協業情報処理から成り立つ。
それらは各層での合理化システムによって発生した疎外を情報処理ステムと現
実との直接的なインターフェイスを介して、共同性を軸に利用・補完・相互作
用を励起しながら止揚される。それが協業情報システムでの再建である。
ここでは「個々の企業がそれぞれ利潤追求しても全体として均衡し持続可能
な業務展開がなされ「個の再建」によって実現する構想 (共同性に連携した情
報協同による個の変革)」 に着目したい。企業内や企業間の情報環境および市
場経済における情報環境の不全現象は、マクロ経済を構成する企業の経営にお
ける現実を洞察に基づく情報処理の実態分析によって明らかにされるものの、
それでは表面的な改善しか導き出されない。なぜ協業が発展して共同・協同な
“
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のか、そして個が共同性を保有する意義については、次の文章に示されてい
る°。「個別企業の経営上の情報の差異化は、内部組織での自己差異化が限界に
達すると、企業間 。業界間での<比較>に発展し、その分析やデータマイエン
グによってこそ情報の意味の詳細が明らかになる。流通情報をはじめ各種の経
済統計等の電子データが共同情報機構によって収集分析されることによって、
産業ひいては経済の効率性と公正性の同時実現の途が拓かれる。独占企業は別
として寡占企業でも厳しい競争関係にあるが、競争する他社とで市場支配力を
保有しているから業界全体の情報との比較は不要と考えるかもしれない。だが、
個の存在は他者との関係性のなかで確認されるとの見方からすれば、<自社商
品 (自社経営も含む)は市場 (業界)での関係性から離れられないものである
>ということは殊更言うまでもないだろう」。
身近な事例をみてみよう (ここでは先述した「共同性に連携した情報協同に
よる個の変革」へのアプローチの助走として、実際に個別情報が共同性を保有
し協同情報システムとして利活用される事例を掲げる。厳密には、情報所有の
主体と対象および所有形態を踏まえた認識や関係構造面からのアプローチが必
要であることは付言しておきたい)。
1)調剤薬局サーベイランス・システム
医薬分業のもとで個々の医療機関や街の薬局の調剤室での調剤情報はあくま
でも個別情報にとどまり通常は対外的に比較されることはない。ところが調剤
薬局サーベイランス・システムとは、医療機関の調剤室や街の薬局での調剤処
方情報 (感染症等への処方)が公的研究機関の情報センターに収集され情報分
析される。そこでの情報は予防医療 (医療対策)のための情報として分析・評
価されて社会システム情報として利用される。地域の医師会や薬剤師会、さら
9)宮下 淳(2009)183頁。
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には公的情報センターによる情報収集はいわば情報の社会的な共有行動であり、
個々の医療機関や薬局のあり方の再建の一環として国民的な医療行政の実質
的・具体的な改善に資する。それとともに個々の薬局の社会的な存在意義が高
まり経営基盤が強化される。
たとえばインフルエンザの広範な蔓延が国内で発生すると調剤室で処方する
薬剤 (タミフル等)の状況をデータ化して一定割合以上の処方がなされると、
インフルエンザ発生の要警戒地域を指定するといったことがなされる。サーベ
イランスによって調剤情報が定点観測されて社会的に予防医療に活用されるの
である。個々の病院や薬局等は日常業務で薬剤を処方し情報を管理するのだが、
それを定常的業務として公的機関に提供するシステムがあると、個別情報が同
時に社会的な情報の側面を保有することになる。個々の主体での所有・利用情
報が社会的な所有・利用情報になるのである。疾病の発生状況やその推移を継
続的に監視することにより、疾病対策の企画、実施、評価に必要なデータを系
統的に収集、分析、解釈する。その結果を関係者に迅速かつ定期的に還元する
ことにより、効果的な対策 (施策)に結びつけることができる。投薬情報が共
同でまたは公的に利用され「社会化」される (ここで情報収集されたデータベー
スは「情報コモンズ」の一種といってよい)。 今後は世界的な規模での疾病の
蔓延に対しても薬剤処方だけでなく関連項目情報の収集と分析結果が活用され
るであろう。
そのようにして収集された情報は、疾病の蔓延防止や予防などのために活用
されるのだが、その活用 。運用の基準・方法・評価は厳正に定められなければ
ならない。本来HIVや新型インフルエンザ等におけるサーベイランスによる
投薬情報は、病気が蔓延し社会的被害が大きくなるという多くの人命にかかわ
る事態を防ぐためのものである。ただしそのような社会でのマイナス状況の発
生への対応のためとはいえ、調剤情報は本来、患者の個人情報に帰属するもの
であり保護されるものである。「私」的な要素が強く非開示にすべき情報も含
“
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まれ、目的外の情報利用や十分な合意形成を欠けば社会化の視点からすれば共
用は許されない。重要なのは「社会化」への厳密な吟味である。。
このことは医療情報が電子カルテシステムの無料使用の見返りとして提供さ
れることについても同様のこと力れ えヽる。
2)集合知 (ウェブサイトのコンテンツによるcol!ec‖ve intdligenceについて)
「知」の概念が多様化するとともに、創造が個のみならず集団での関連で捉
えられ、そのための新しい創造媒体が注目されるなか、集合知が経営や情報処
理との関連で研究されている。。
現代ではインターネットによって多くの人々が情報や知識を持ち寄る集合知
が注目され、ユーザが情報を共同で利用したり情報共有して多種多様な便益を
享受している。そのなかには「フリー」めによる享受も含まれる。一般にイン
ターネットでの情報提供の利得は「経済的便益」であり、そこではいわゆるイ
ンセンティブ両立性が介在する。その成立条件の一つに情報 (知識)提供者の
自己実現欲求の充足があり、個は情報発信者として自己実現によって意識の水
平的紐帯を確認する。(公的機関では「社会的」義務 (責務)として情報公開
されている)。
Q&Aサイトでは、ネット上で誰かが質問するとそれに対して不特定の誰か
が情報・知識 。意見等を書き込む。そこには金銭の授受はなく、回答者には保
有知識の披露による満足感、質問者には情報入手の充足感がある。そのほかに
はネット参加者による辞典 (Wikipedia)がある。個人的な知識 。知見などが
個別 (私的)情報の社会化や情報の社会性の確保をめぐっては、事後的・事前的な社会
的厚生の増大および社会的厚生マイナス (損失)の拡大や派生という両面を併せ持つ。
よって情報コモンズの形成要件が厳密に規定されなければならない。
たとえば 洞口治夫(2008)は、集合戦略に適合した集合知を産官学連携の事例にもとづ
いて考察している。
Lessig,L(2001)邦訳、4 ～41頁。
``
“
Da
協業情報の個的実在性と共同性 (官下)
ネットにおいて提供・交換・蓄積されるのであって、これまでの専門家だけに
よる知識・知恵・発想がここでは「一般化」される。そこで蓄積された知識
(情報)はだれでも閲覧できる。たしかにその知識 (情報)の質的な水準の保
証はなく、専門的な知識は望めないかもしれないが、このような「集合知」は
一般的には有用なものが多い。これら以外にビジネス関連でいえば、価
格.comゃ株価 .comといったものもあり、ユーザ参加型気象情報ウェブサイ
トでの情報も広義の「集合知」の範疇に入ろう。
情報が積極的に提供 。開示されるようになると、情報の質量が問題になり、
さらには受信者・利用者数や利用内容等の利用実態が問われる。インターネッ
ト上での「集合知」は基本的には「大衆知」であり、厳密な情報または知の質
の確保は望むべくもない。しかし一般的な知識交換と共有、共同利用による
「一定以上の量が一定の質を持ちうる」可能性は否定できないし、そこに専門
家の参画を組み込むこともありうる。オープンソースはこの知識集合のさきが
けであり、そこには「知」の汎用的共有思想がある。ただし集合知をめぐって
は、c01lective knowledge、col ctive intelligence、co lective wisdomの異同
や、集合戦略との関連での集合知の類型をめぐって一層厳密な規定が求められ
る。
3)RDS
スーパーマーケットにはレジ業務や販売・仕入・在庫管理業務等の効率化の
ためにPOSシステム (販売時点情報管理)が導入されている。商品の品種や
アイテム数の多さからPOSシステムの導入は商品管理のために必須のものと
なっている。POS情報の利活用が個別店舗内に限定されることによる問題と
して例を一つ上げるとすれば、いわゆる「売れ筋商品等が自店外にある」こと
を自店のデータベース上でチェックができないことがあげられる。チェーンス
トアならば売れ筋商品 (いわゆるベストアイテムやパワーアイテム)さらには
“
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スローアイテムもしくはスリービングアイテムと呼ばれる商品の単品管理はチ
ェーンストア内での店舗間比較によってできるのだが、大手チェーン以外の独
立系のスーパーマーケットでは比較による分析に限界がある。そこでPOSス
キャンデータサービスの一形態としてRDS(流通データサービス)が稼働す
る理由が浮かび上がる。いわば独立系中小スーパーマーケットにおける企業間
協業情報システムとしてPoS情報の一括収集・分析・提供が行われるのであ
る。
しかもこれをさらに発展させてサプライチェーンやCPFR(Collaborative
Planning, Forecasting, and Replenishment)、ECR (Efficient Consumer
Response)等によって流通情報を活用すると生活関連商品業界全体の生産 。
流通効率に資するものになる。生産と消費の需給接合不全から生じる企業間協
業システムの総和としてのシステミックリスクの発生への対応の可能性も拓か
れる。
これらが企業間協業システムと異なるのは次の3点である。①情報提供は強
市1ではなく、あくまでも個別の店舗や企業の自主的なものであること、②既存
のPOS情報 (スキャンデータサービス業者の提供する情報)を購入するので
はなく、自らPOS情報を提供することによって多数の他店から収集された
POS情報の分析結果を得ることができ、自店のマーチャンダイジングの分析
と改善に役立てることが可能であること、③自店が所有するPOS情報を自店
だけのものにする (私有する)のではなく、RDSへの参加店 (経営やその資
本はまったく別個である)の共有にする。いわばそれは共同で利用するPOS
情報に限定した情報協同行動であることである。なお、この発想は初期の流通
情報コモンズを利用した個々の店舗ないしは企業のあり方の再建という視点か
らの発想であるともいえる。
イδ
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4)可視 化
藤代(2001)によれば「可視化とは、日に見えない情報を視覚的に訴える形式
に変換する技術」であり、「可視化の本質は、与えられた情報の性質に応じて、
どのような変換を行えば、最もよく対象を視覚的に理解できるようになるかを
論じること」である。そして「マッピング (mapping)を主軸にしたデータ
フローパラダイムに沿つて可視化技術が開発されてゆく」のである。。
例えばデイジタル情報化によって企業や家庭での電力消費量の可視化がある。
数字 (デー タ)をビジュアル情報にすることによってわざわざ検索したり特別
なアプローチや分析することなく情報が比較的容易に閲覧でき、多くの人に理
解されやすくなる。
だが、これをコンピュータグラフイックスの応用技術の発展方向として捉え
る一方、情報 (知識を含む)共有の視点から捉えるアプローチに着目する。情
報を目に見えるようにするだけにと止まらず、重要なことはそこから「新しい
情報を取り出し、現象の解明すること」である。人間の目を一次的認識感覚器
とし、そこから現実の対象を直接的に観察し認識する (写像する)可視化と、
諸属性を保有する現実という統合体の構造特性を「見えるようにする」という
可視化が考えられる。しかもそれには、人々に情報関与とその拡大・深化をも
たらし、情報共有を通じて個別主体と共同化された関連性をもつという重要な
機能がある。情報は共同利用さらには共同所有によって「利得共有」や「創造
的営為」に資するものへと発展する可能性を秘めている。そしてそれへ導く方
策の一つとして情報の可視化を位置づけるのである。
組織情報の多くは外部に不開示であり秘匿されている。これは組織がそもそ
も特定の目的の実現のために設立されたものであり、そこでの活動が外部から
支障をおよぼされないようにするためである。ところが組織間関係でWin‐
13)藤代一成「情報の可視化技術」岩野文郎他(2001)83～85頁。
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Winの関係の実現や共生がクローズァップされ、さらには持続可能性が主張
されるようになると、情報開示や情報共有が強調され始め、その一環として可
視化が注目されてきた。実際、それは多数者への閲覧と理解・意識化の容易性
に貢献する効果が大きい。
ただし、それだけであれば図表化または画像化という可視化にすぎない。陰
伏的情報を明示的情報にする可視化によって意識化され議論されることにこそ
可視化の本義がある。しかも、見る、観る、看る、視る、診るなどの用語があ
るように可視化は多義的である。これは「見える化」についても同様のことが
言える。
可視化情報の領域は、医療、生産、建築、気象、経営、経済をはじめ多岐に
わたるが、社会科学での可視化は「現実における歪み」への取組みに関連した
写像ツールであることを見落してはならない。なぜならば可視化は実態の適正
な確保をめざす重要な手法であるだけでなく、それは広義のDSS(意思決定
支援システム)が適正に作用するための一つの有効な手段であるからである。
なお可視化による情報協同の効果を拒む幻惑、隠蔽、粉飾、秘匿、偏見等への
吟味が不可欠であり、また視力にも動体視力があるようにリアルタイム性が求
められることも考慮しなければならず、事象の種類によっては可視化による把
握方法はけっして一律ではない。
2節 情報分析の展開
資本制経済での生産 。流通の諸活動にかかる「情報」は効率化をベースに効
果的な活動や戦略的活動の展開のためのものである。それは企業間活動でのネ
ットワークシステム (サプライチェーンやCALS)および業界EDI等による
ものであっても企業活動の場の拡張にかかる情報であることに変わりはない。
さらには業界における情報共有やその活用といったオープン情報化傾向や企業
の社会的責任 (CSR:Corporate Social Responsibility)の一環での情報開示も
イ∂
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通常の企業活動の一つとなりつつある。
身近なところではPOSシステムによる情報がスーパーコンピュータによっ
て詳細な購買履歴データ等として収集・分析され、これによってマーチャンダ
イジングや商品ロス率低減、価格政策等に生かされる。そこではたとえば価格
を2分の1にすれば販売が何倍増えるかといったことにとどまらず、 1円刻み
での価格変化やその他のコーザルデータの変化による販売数量の変化も把握で
きるのである。大規模リアルタイムでのデータ分析はこのように身近なところ
で行われている。それを業界水準での生産・流通の効率化を目指すシステムと
して活用しようとしているのがECRである。
近時、定点定量観測によって経済活動に関する電子情報が1又集されている。
トレンドフォローによって引き起こされた価格変動 (の不安定性)もリアルタ
イムで推計でき、これが高精度になり信頼を高められれば暴騰・暴落を未然に
防ぐことも可能だとの期待が強まっている。これにはマクロ経済予測に関して
新しい学問の「経済物理学」が寄与している。豊富な情報が制度設計に貢献す
る可能性があるということになる。「CDS価格が<閾値>(ある値)を上回れ
ば政府が自動的に経営介入するルールをつくれば、政府は政治的圧力に翻弄さ
れずに破綻処理できる。また自社のCDS売買を禁じれば、経営者はCDSの価
格を「閾値」以下に抑えるインセンティブ (誘因)をもつm」 とぃったことさ
え考えられているのである。
最近の計量経済学におけるモデルに、経済主体の動学的最適化行動 (ミクロ
レベル)を組み込んだ動学的確率的一般均衡 (DSGE)モデルが注目されて
いるが、各種制約条件の適正が問われる以外に、不測の事態は外生ショックと
して処理せざるを得ないこと、ノイズ情報への不適応という瑕疵を内在する。
リアルタイム情報をベースにした次世代のDSGEモデルの開発が期待されて
14)松島 斉(2009)参照。
“
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いる所以である。大規模経済データ分析・予測システムもこのことから逸れる
ものではない。また特別なルートや情報源に優位性を誇ることは、いわば過度
の情報格差等による特別の上乗せ利益分 (情報レント)の追求に結びつき例外
知識の保有を希求することによる「陥穿」に陥るおそれが増大する。
ところで完全競争の条件は、財の同質性、需要と供給者の多数参加、参入退
出自由、取引時間とコス トの極小性、完全情報等の具備であることはすでに述
べたが、市場が健全に機能するには地位利用による暴利獲得の防止、参加者ヘ
の機会均等と適正な意思決定のための環境条件の整備に大きな示唆を与えるア
プローチが公共経済学からなされている。
その一つにセンの「潜在能力」アプローチによる「公」の再検討がある。。
センは「何の平等か」を問う。そして途上国の発展における貧困や福祉を厚生
経済の「規範や価値」面から再考する。その基底には経済倫理学がある。彼は
基本財や資源を自由に使用し成果を挙げる「変換能力」に着目し、「潜在能力」
(人が行いうる機能の組み合わせの全体)の欠如こそ貧困の実態であるとする。
つまりそこでの貧困とは「低所得のことだけでなく、なんらかの制約によって
<潜在能力>を欠いた状態」であり、「潜在能力」の発揮の条件の未整備、最
低限必要な保障の欠如であるとする。よって基本財や資源について人々が「潜
在能力」を発揮するためには社会資本、すなわち公的領域が必要条件であると
するのである。
この視点から情報格差の平準化や情報リテラシーの公正な確保等を必要とす
る情報協同基盤である情報コモンズの構築にも示唆を得る点が少なくない。
15)Sen,A(1992)邦訳参照。
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3章 情報の所有 と利用
1節 所有と利用への考察
近代以降の私有財産制に基づく社会制度では、原初的な共有ましてや「無所
有」は厳密には存在せず非所有は主観的なものとなる。また「総有」は自然財
や入会地等といったものに限定される。とりわけ近代以降の社会では何らかの
形で「所有」0と関係し、所有の基礎概念は哲学、法学、経済学等で考察され
てきた。ロック、ヒユーム、カント、マルクス等によって展開されてきた所有
論は、現代ではさらなる多角的な検討を要するようになっている。現代では所
有の「権原」を労働だけに求めることはできず、また所有の主体が擬人化し、
さらには所有対象も物的なものだけではなくなっている。このように所有をめ
ぐる課題は多岐にわたっており、所有の形態以外に所有の主体や対象を明確に
措定することは、産業経済分野での情報の所有についても同様のことがいえる
のである。
また、所有の対象が物的財のみならずサービス財や情報財に拡大していると
いうこと以外に重要なことは、一般の日常的な水準での生活用品等の生活手段
の所有論との混同を避けなければならないことである。しかも現代経済では情
報を生産 (流通も含む)のための手段とし、物的設備のみならず広義の情報が
それに不可分な要素として組み込まれているので情報もそれに関連して把握し
なければならない。
現代資本主義経済の分析を目的とする場合、主体については資本家による
(資本家的)所有を含む「資本的」(capitaliste)との意で理解する。現代の
企業社会の中心に位置付けられている株式会社の所有者は株式を保有している
16)一般に所有とは、諸個人が対象に働きかけて自己のものとする現実的な関係行為であり、
同時にそれを相互に承認する社会関係であるとされる。
“
899 51
大阪学院大学流通。経営学論集 第36巻第1号
株主であるが、近時、同族的な資本家は旧態に属し、株式が市場等で取引され
取得される。しかも企業での株主と経営管理者は必ずしも同一人ではなく、株
式の過半を所有していても実質的には企業経営管理者によって企業が「経営」
され「所有」されている状態なのである。一般株主の関心は配当の獲得そして
株式売買による利得追求に集中しているのであって、経営管理者に経営を委ね
ていることは経営情報を所有させていることになり、株主たちは企業経営の実
体が把握できないのである。
ところで私有財産制という場合の私有をいかに考えるのか。所有といった場
合、そこには固有の意識と行動によって物事を自由に処分する主体 (所有者)
が存在するが、私有ではそのことが一層鮮明で、私的実感と私的所有の関係は
「自然」であった。
しかし公民としての権利に重きを置く古代ローマにおいては、privateな生
活は、公民としての権利をdeprived(奪われた)ものとの意であり、private
という言葉が積極的な意味合いを持つようになったのは近代以降のことである。
所有に関して焦点になるのは、固有の身体性 。人格をもった人間の活動が、所
有関係に規定されつつ私有財産制での自由放任のもと利己的存在として自由な
意識と行動として拡充されることである。これを「私」的なものとするか「個」
的なものとするかの分水嶺の認識と考察は不十分なまま推移した。それに対し
て、私と個の概念を曖味にして私を否定し個を偏重すればよいということには
ならない。
種でありつつも個体発生系が遺伝子情報に起因している「個 (人)」 の範疇
に「私」が含まれ両者は対立関係にはない。個々人の所有 (法人を含む個的所
有)には私有が含まれるだけでなく、それには個々人が固有性を主張できるか
否かの差があるものの共有における分有や合有という形態も含まれるのである。
以上のことは個的実在の再建という面で協業情報システムの個的実在性の再建
という課題に通底する。
"
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物的な財や生産手段さらには情報の所有も合めて考える際に所有と関連の深
い利用について言及する意義はけっして小さくない。利用は所有における「支
配性」が希薄で、柔軟で流動的な関係を特色とする。近年、隣J用のメリット」
が積極的に評価され「所有から利用へ」が社会経済活動において推奨される傾
向がある。たとえば企業における「所有から利用へ」の変化が社会のパラダイ
ム転換として捉えられている0。 例えばそれはダイエーとイ トー ヨーカドー の
比較、在宅ケアサービス、営業代行、街のレストランの社員食堂への転換、諸
物のリース・レンタルヘの移行、代行ビジネスの推奨などへといった「発展」
についても述べられている。いわば外部資源の活用形態戦略の差でしかないこ
とが所有と利用に関連付けられているのである。
大野(1999)|こよれば日本的経営の柱であった年功序列 。終身雇用 。企業内組
合など個人を長期にわたり会社に「抱え込む」仕組み、あるいは個人が「抱え
込まれる」仕組みが変化し、企業が個人の労働力を「所有」せずに、契約社員
制などによる「利用」の選択・活用が勧められる。さらには各種のアウトソー
シングによる効率化を評価し、コア・コンピタンスの確保による効率化と競争
力の強化が目指される。
土地や住宅についても所有よりも利用 (賃貸)が勧められる。それは単に持
ち家か借家かといったレベルのことが中心であり、そもそも土地所有が抱える
基本的な諸問題への歴史的考察や国土利用、不動産投資、不動産の証券化をふ
まえた考察はない。
所有と利用に関連して「私」「共」「公」といったセクター論議がみられるよ
うになっている。その背景には所有および利用形態の多様化がある。ベクトル
は私有と共/公、そしてもう一方は限定利用と非限定利用である。これらの4
つの要素によって諸種の利用形態の位置づけが規定される。私有と限定利用
17)大野剛義(1999)参照。
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(括弧内は例示 :以下同じ。プライベートビーチ)、 私有と非限定利用 (無料
ビジネスモデル)、 共/公有と限定利用 (有料高速道路)、 共/公有と非限定
利用 (公園 。公立図書館)等である。
現代の企業において所有と経営の分離がなされている。これは所有と利用と
は違って企業の法的所有者 (株主)が経営を専門管理者に実質的に委託するの
であり、主客の関係にあるのであって、所有と利用における補完関係にあるの
ではない。とはいえ所有と利用の関係が補完関係として成立するには情報の共
有によってこそ可能であり、それを欠いた所有・利用関係は制度的にはあり得
ても実質を保持しえなくなる。その根拠は個と共同性の認識によって確認され
る。所有と利用関係での仲介機関が存在する場合でもそのことを銘記する必要
があろう。
なお、所有と利用そして共有も含めた具体的な関係において、近年、新しい
形態として注目されているのが各種のシェアリング (カーシェアリング等)で
ある。その他にも農業地域における集団的用地利用、多元的経営体での売場の
一元的利用によるセルフ販売方式の小売市場 (いわゆるラインセルフスー
パー)なども今後身近な事例の研究によってその意義は解明されることになろ
う。これらについては共同的な所有と利用のみならず、共同情報処理が焦点と
なる (これらについては別途研究を進めたいと考えている)。 なお所有と利用
は生産と再生産 (消費を含め)という包括的な対象を扱うのであって、これら
は相互に関係しつつも基本的には前者が規定要素になるとの視点を軸にして展
開されるものである。
2節 個的実在性と共同性
1)個の再建への視角
協業情報システムの起点である個別情報は個的実在のみならずア・プリオリ
に共同性を具備した現実の表象である。その考察の前提として個と共同性の歴
解
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史的推移についてみてみよう。経済において市場が形成されると、それまでに
存続していた「共同性」が社会的に意識化され「法に基づく契約」の存在が前
提とされる。そこでは概念的にも実質的にも原初的共同は消滅に向かい、やが
て資本制経済下の市場で本格的に取引がなされるようになると、それはことご
とく消滅する。物々交換経済後の、私有財産制度・市場経済・商品化経済によ
る資本制経済の歴史的推移 。高度化とともに社会の基本構造が大きく変化する
のである。なお市場経済とは「私有財産制と契約の自由の原則にもとづいて資
源が配分される経済体制D」 を指し、市場的交換は「欲求の対象である財を自
我がみずからつくらずに他者のもっているものを自分のものにしようとする行
為」であり、「所有権の移転にはかならない交換が平和的に一すなわち<力と
詐欺 (force and fraud)の行使なしに一行われ得るためには、<交換におけ
る相互満足>がなければならない」のである。。
そのような特質をもつ資本制社会は企業中心社会でもある。企業の組織では
分業システムのもとで個人が一定の役割をもって活動する。そこから疎外され
た意識 (観念空間)における細分化が生じる。分業なり細分化は当初では人間
のアイデンティテイの具現の側面もあるが産業の発展過程で効率化原理によっ
て社会経済システムに組み込まれていく。それに前述の資本制経済の特質が影
響要因として加わる。本来、現実は複合要因が関連した総体的な実体ゆえに役
割分担 (分業)の推進においては歪み (ないし負の部分)が含まれる。それに
対して、特定の目的達成のための均衡確保という観念によって歪みを一括して
抱え込んでも個別主体による再建 (それによる関係性の変革)がなされないか
ぎりそれは解消されることなく残されたまま深く潜在する。そこには偏在・不
公平・非効率・非効果が不可避的なものとして滞留する。
木田 元他編(1989)388頁。
富永健―(1986)137頁。
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その歪みは企業の具体的な現場業務をはじめ管理・経営での諸階層といった
各水準において捉えられる一方、企業行動や業界・産業およびマクロ経済水準
においてもあらわれる。それは従業者の主体的な業務遂行との離嬬といった水
準から完全競争と独占状態との差にまで対応したものになるのである。現実の
歪みに自覚的かつ批判的に取り組む段階へと移る基本的な根拠がそこに見出さ
れる。
近代組織論では「個」が注目され、組織の目的達成のための貢献とコミュニ
ケーションを具現する個的存在を基点にした観念 (空間)による克服が試みら
れる20。 情報技術の活用によるフラット組織等にみられる組織革新もこれに属
する。ところが個を過度に拡大すると観念化・抽象化され個力が内なる原点に
なってしまい、結局、組織に埋没してしまう。共同性の観念によっては個を捉
えきれないということと、個は同時に切り離しがたく共同的実在であるという
ということは別の問題である。個から発して (唯一の足場として)矛盾を止揚
すること、または個への意識操作や組織として個を基軸に設定して個の力のみ
で組織の歪みを是正するとしても、個的存在は同時に切り離しがたい共同的存
在として変革せざるをえないのである。
負の部分として残る矛盾 。問題の意識に関して留意すべきことは、負の領域
を新たな観念空間として吸収するのではなく、また構造認識とその変化に依拠
して力点をおくのでもなく、個的存在の主体が批判的リアリズムを起点にして
共同性との不可分の個の再建を図ることである。それは「亜全体」ないしは
「ホロン」といった観念空間による問題の克服とは異なる方向であるし、また
労働者参加組織やITによる技術論的な組織革新を必ずしも目指すものでもな
20)そこでのテーマは組織と個人であるが、次の表現にその根幹の思考は象徴的に示されて
いる。「個人的動機は必然的に内的、人格的、主観的なものである。共通の目的は、そ
の個人的解釈が主観的なものであろうとも、必ず外的、非人格的、客観的なものである」
(Bamard,c.I.[1938]邦訳92頁)。
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い。企業間組織行動としての戦略的連携もcoopperative strategyのマネジメン
トによって各種のバリアによる障害をいかに少なくするかに関心が集中してい
るa)。
個的実在性と共同性は構成員の組織行動だけではなく、組織構造での所有形
態や生産・流通手段に組み込まれた (生産手段の一環としての)情報の実態や
所有と不可分の関係をもつ。そこでは不整合の各種の役割を担う複合した業務
から発する歪みを含んでいるがゆえに、組織活動の実態をリアルに表象する現
場情報 (on the spot情報)もまた均衡した状態にはない。それは観念空間に
吸収されることなく、業務遂行の中で批判的に取り組まれるべきものなのであ
る。
システム化による歪みの観念化による改気ではなく情報による客観的共有化
(社会化)に着目し、「個的実在者としての主体者が批判的リアリズムを起点
にして共同性との不可分の個の再建を図る2"」 とぃぅことは、新たな観念空間
として負の領域に吸収されることを拒み、共同性と個的存在という角度から問
題を実体的に止揚することである。しかもそれは基礎的な構造に対応するので
あって、そこでの設定自体が否定的に克服されてこそ関係構造の再構築による
個的実在の再建が図られるのである。
2)情報システムにおける個と共同性
現場情報は活動の基点であるとともに起点であることはすでに述べた。分業
と指揮命令による近代組織では従業者の労働は基本的には固有性が失われる。
分担する業務は他者と代替可能であり、成果主義や目標管理が導入されるが労
働の固有性の発揮ひいては自発的な創造性は鼓舞されない。現代の企業社会の
21)Cf Child,J,D.Faulkner and S Tallman(2005).
22)それが目指すビジョンの概要については宮下(2009)を参照していただきたい。
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中心に位置付けられている株式会社における情報を個別企業活動に即してみて
みると、前述したようにそれは実質的に経営管理者に属し個々の株主でも従業
者の所有でもなくなっている。これが現代企業での情報の個的実在性と共同性
の問題の根底にある。
生産 。流通活動において組織の構成員が所有する情報はいかなる「構造」の
もとで処理されるかによってその内容と特質が決定される。個々人の情報は初
期では私的に所有されていて、それが否定され資本市1経済での協業システム
(MIS、CIM等)において情報が所有 (共有)されるようになった。現代で
はそれがさらに発展してサプライチェーンやCPFR等の一連の企業間協業情
報システムにおける情報所有 (共有)になっている。しかし、そこでの情報の
共有は、個々人の主体的な情報所有を基点にするものとは違う。統合された協
業システに付随した個々人の情報処理を脱し個々人の情報所有を再建するには、
エンドドユーザコンピューティングやグループウェアの水準ではなく情報協同
化の場を構築しつつ、歪みを表象する現実を「共同性」に連関させつつ個々の
情報所有のあり方を変える必要がある。個的存在は同時に切 り離しがたいもの
としての共同的存在として変革することが情報所有についても言えるのである。
そのことは個という情報所有 (主体)の水準が企業内で個人から個別部署、個
別企業そして企業間へと拡大しても同様である。
個または個体は「私」とは異なり本来共同性を保有するとして観念的な追求
によって個的所有での情報所有を再建すると考えるのは基本的に私的所有と個
人所有へ誤解からの発想である2の。また、所有関係でいえば、個体的所有につ
23)個人的 (individuel)は直接にgens indivis6sを意味し、それはただちに共同体との関わ
りを具体的に想起するものであるとの意見がある。だが、それは日常的には、個々ばら
ばらな個人しか意味しない。また、その語源はラテン語のindividuumから来ていて
「分かち難いもの」「相互に結合しているもの」だとするのも誤りである。このことは
平田清明の言説を批判的に継承した田川建三(1974)の考察を参照。なお、日川は観念空
間化、抽象化についてもヘーゲル、フォイエルバッハを批判的に継承している。
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いては個人所有もあれば共同的所有もある。
そもそも組織活動の基盤には吸収されつくされない個々の構成員の現場業務
遂行のエネルギーがある。それに呼応してリーダーの領導ではなく現場の「個」
自らが連携し変革する。個を基点にした共同性の発展、内発的展開を自覚した
個による水平的な共同によって個々の質と固有性を顕現させる。このことが情
報の固有性と情報の質的変化として捉えることが観念化に陥らないための「橋
頭保」となる。個体の実存性と共同性の態様を生産と社会の関係構造とその変
化として認識 (観念化)するだけにとどまることは現実を写像 (描写)するに
すぎない。基盤構造での歪みを認識し持続的に究明し現実と取り組むのである。
その発展として個々の事案への固有性と共同性のシステム上での接点に関する
情報協同アプローチによる解明がある。
4章 自生的秩序の情報認識
1節 情報社会化への視角
資本制経済の推進力は資本による利潤追求行動である。その利潤は何によっ
てもたらされるかについては見解が分かれるが、歴史的にみれば古くは地理的
懸隔や労働力価格の差異に始まり、それは労働 (価値)の「収奪」に移り、現
代では企業の技術革新やマーケテイングの成果 (顧客満足)に根拠を求める見
方へと変わってきた。今やそれは情報差異によるとの説がある。その説を敷行
すれば端的な例は実体経済での商品とは異質の商品を扱う金融市場経済にみる
ことができるのだが、そこでは資金の過剰流動性を背景に情報優位性を梃に市
場主義を「盾」にしながら多様な金融商品の開発と流通が展開されている。そ
のことは金融経済ひろくは資本制経済にとうて当然の推移であり、バブル経済
崩壊や恐慌は経済における偏りのシャッフル現象または長期の景気循環である
と看倣されるに至っている。
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現代では情報格差と情報差異による経済主体の個的実在性 (ここでは実体
性)と乖離した超過利潤獲得のための一層の商品 。市場開発と戦略が張り巡ら
されている。それに対しては金融商品論や金融資本市場への「規制」の根拠の
再検討に関する考究がなされつつある“。(今後は、情報の経済性と「パブリ
ック・ベネフィット」または「コモン・ベネフィット」といった新しい研究対
象へのチャレンジが期待されるところである)。
市場経済を自由で公正なものにする設計と、自由と計画という二律背反の上
揚への十分な吟味が用意されなければならないとはいえ、それはもちろん容易
なことではない。例えば不確実な状況に対し限りなくエントロピーを減じる
「限定合理的手続き」の容認 。期待を前提に自由な市場を堅持することは「現
実的」ではあるが、限定合理性に隠された情報の偏在、情報差異による超過利
潤追求の問題の解明と確認が欠如していると言わざるをえない。「満足できる
範囲での決定」というギリギリのところで意思決定する。しかし「限定合理的
手続き」の容認・期待として展開する際の合理的な「閾値」の確定が不明であ
り、だからこそ第三者の客観的な目の機能をはたす情報協同の意義もそこに求
められる。自由と秩序または個と共同性を踏まえ、協業システムでの課題を現
実と対比しながら考察する。そこでの要諦は、個における創造的な情報系情報
処理、イレギュラー事態への対応、斬新な発想の転換を伴う情報処理そして仮
説検証等を可能にするシステムの構築である。
ところで分業化 。細分化された業務処理システムを高度化するために、組織
マネジメントの一層の強化、全社的情報システムやエンドユーザコンピュー
ティングが推奨され、経営組織構造や業務構造の旧弊を打破する上位の概念と
して、またはその象徴 としてウィーナーの提起 したサイバネティクス
(cybernetics)がある。その概念や特徴をwiener(1954[1950])は、次のよ
24)金融商品の特質については宮下(2009)78～79頁を参照。
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うに述べている2'。
サイバネテイクスは、有機体 (organism組織体、生 きもの)を通信文
(message)との比喩で捉え (98頁)、 それを持続的に存在するものではなく
自己持続的に存在するパターンであるとしつつ「通信と制御とを一体のもの」
(9頁)として扱い、フイードバック機能によってホメオスタシス状態を実現
する。
近代合理主義の極致として、工学 。生物学・神経生理学 。気象学 。経済学 。
社会学等の多分野を対象にする遠大なサイバネテイクスは自然・社会・文化系
現象を確率論をベースにゲームの理論によって精級化し、さらには自動機械
(機構)として一般に広がった。Wienerはサイバネティクスについて一つの
穿った見方としてデュバール神父の統治機械をめぐる次のような評論 (警告)
を紹介している。
「人間の諸現実は、計算に使う数値の場合のようにはっきりした一定の値を
決めることが許されないものである。それらはその確からしい値を決定するこ
とだけしか許されない。したがって、これらの諸過程と、それからでてくる問
題とを処理する機械は、近代的計算機などにみられるような決定論的な思考で
はなく、確率論的な思考を行わなければならない。このことは機械の任務をい
っそう複雑にはするが、不可能にはしない」(190～191頁)。
この「機械が思考する」という表現に現実への取り組みの主体が窺い知れる
のだが、ウイーナーが言うように、システムは必ずしも安定しているわけでな
く、fragileであり揺れ動く。これはフィー ドバック機能 (自己同一化への恒
常作用homeostatic process)|こよって常に自己組織化するとの考えにも通じ
るものである。「われわれが生き続けることができるのは、ひじように特殊な
環境の中においてであり、その環境をわれわれは身のまわりにつけてゆくが、
25)Wiener,N(1954[1950])邦訳参照。
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やがてわれわれのからだは自己を再構成してゆける限度より速い速度で崩壊し
始める。(中略)これらの機構は、ホメオスタシスと呼ばれるものを構成して
おり、いずれも、自動機械で実現できる型の負のフィードバック機構である。
このホメオスタシスによって維持されているパターンこそが、われわれ各人の
自己同一性の判定基準をなすものである」とウィーナーは述べているのである
(99頁)。 ただし、ウィーナーは「機械の重大な弱点―今までわれわれを機械
による支配から免れさせてきた弱点―は、人間の状況を特徴づける確率が莫大
な範囲にわたっていることを機械はまだ考慮にいれることができない点にあ
る」(193頁)としているのである。
ここでは計算数値による制御と人間の諸現実との歪みが次の2点において抽
象化されていることに問題がある。まず、現実の矛盾への対処を確率論的に観
念化・抽象化しheuristicな解決が目指されている。そこにあるのは管理され
た観念的共同性であり、かつてのPPBS(Planning Programming Budgeting
System)と同種の社会制御の道具としての意義が主張されているのである。
次に、各異分野 (領域)での適用 (エントロピー概念の拡大援用に類比され
る)という汎用的普遍化、「破私立公」的な状況の実現が志向されているとい
う問題である。総合的 。汎用システムとしてのサイバネティクスに、資源の有
限性、競争 (独占)の弊害、格差の問題、商品経済の問題性等への言及と市場
価格の不透明性等への考察がみられず、管理維持コストの回避やリジットな計
画運営の非効率への批判が潜在している。
システムは近代合理主義を押し進めた地点に位置付けられる。だが、たとえ
ば企業行動のすべてをシステムに照らして説明しても非合理的な様相や多くの
歪みを内包する企業実態 (現実)との岨嬬がどうしても残る。そこで基本シス
テム構造の転換が一層抽象化 (観念化)される。抽象的・普遍的システムとし
てのサイバネティクスはそのようにして登場した。企業実態 (現実)での歪み
や重みがどれだけあるかという点から逸れてしまう展開となるのは必然であっ
″
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た。
情報処理は協業システムを前提 (必要条件)にして分業化された組織の従業
者によって個別処理される。その協業システムでの情報処理では業務実態と個
別現場の実在の包括性が共同性との関連において抽象化され歪みを内包してい
る。これを統一的な観念化や逆に「個」至上主義に委ねても改善の方向には進
まない。よって協業情報システムを規定する組織および業務構造の改革を、情
報の所有と利用の面から継続的に是正する相互作用を伴う情報協同システムが
浮かびあがる。それは個的実在を基点にした構成員の創造性の啓発がいかにな
されるかに注目したものであり、情報開示と情報共有とを基盤とするコモンズ
概念に裏付けられたものでもある。またそれは構造の自生的秩序への依存や単
なる自由と秩序の「折り合い」をつけることではなく、個の固有性と共同性の
システム上の接点での弁証法的アプローチによる解明または個の再建のアプ
ローチであり、監視管理システムとは対極に位置づけられるものである。
なお、理想組織での前提として組織構成員は皆、自分でできる限りせいいっ
ぱい全体の共同活動のために「自覚的」であり、理想を支える資質をすべての
個人が保ち発揮して未来に向かうとするのは楽観的すぎる。構造の変化と自覚
的改革とは必ずしも同期事象にならない。共同化、社会化の質が問われるので
ある。
2節 定常的情報システム
企業内で処理される情報は事業所間のみならず企業間の協業システムにおい
ても重層的に利用される。そこでの問題点は情報の偏在または占有の弊害が発
生することである。広義の情報格差は情報の入手手段のみならず入手情報の種
類と質量での偏差である。それは構造的には情報システムやそのネットワーク
の内容によるものであり、その起点は入力される情報やそれにかかる知見自体
の格差に基づくものである。よって諸分野での情報システムとそのネットワー
“
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クの発展を、情報の創造的な活用のために個を再建する方向で推進することの
意義は小さくない。
個々の主体の情報状況での (とくに現場情報時点での)情報格差や情報偏在
の上揚が不断になされれば原初の個の所有情報の本質的統一がなされ再建へと
向かうことが可能になる。情報が社会的な共有において利用され「個と全体」
の調和の方向が模索される。ただしそれを特定の目的のためのプロジェクトや
特別に設計したシステムを利用するために情報を入手して処理するのではなく、
すでに日常的に稼働している定常 (ルー ティーン)的業務遂行での情報システ
ムを使って情報処理する。つまり特別な集権的な位置からのシステム構築と統
制とは異なる方式を採用するのである。
個々の定常的業務のためのシステムが稼働している状態に基づいた一定の目
的実現のための情報システムは定常的業務情報システム (「ながら情報システ
ム」)と呼ばれるか。情報共有・情報の社会化によって個別情報を再建する場
合、特別な新規のプロジェクトを立ち上げたり大規模な新規のシステムを設計
するために新たな入力情報システム等を策定するのではなく、現行の定常的業
務情報システムを再編成する。個別システムとネットヮーク、既存ネットヮー
クのネットワーク化という作業をそこにあてる。いわば既存の個別システムの
社会化であり、そのための大規模な再構築作業は不要とする。
業務および業務処理情報システムから離れて社会的情報システムがあるので
はない。それが定常的業務情報システム (「ながら情報システム」)と「社会情
報システム」の関係性の基本である。日常的な業務そのものが共同性を含んで
いて社会的であり、従って個々の現場での情報が共同性を合み社会的なのであ
る。定常的業務情報システムでの入力、処理、出力をベースにした産業経済情
26)こではイレギュラー事態の発生やリスク管理システムの重要性を認識した定常的業務
情報システム (「ながら情報システム」)|こ注目する。
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報コモンズという社会的なプラットフオームがそれを担う。
近代合理主義の具現策の一つとしての協業情報システムは非合理を含む包括
的現実 (事態)の抽象化の過程で歪みを内包せざるを得ない。これは観念的な
均衡統合化によっても、または個的実在主体の自律性に依拠することによって
も改革できない。そこで協業情報処理における疎外に対して情報の所有と利用
(受発信)に連動した相転移を当てはめる。つまり協業情報システムの基点で
ある個的実在における共同性を社会性として捉え敷行することによって「協同
情報システム」の構築運営による現実の変革 (再建)によって可能性を拓くの
である。個的実在性と共同性を本質として保有する個別情報システムの再建は、
観念的ではなく現実での創造行為による情報協同体の構築運営を意味する。運
営システムにおける共同性を担保しつつ「情報の社会化」を鍵にした自己統治
への可能性を拓くのが情報協同の本義である。
資本制経済は自らを支える社会システムをもちえるのか。資本主義自体が社
会システムを蚕食し続ける構造の改革は危機や恐慌のたびに認識させられる。
経済成長やGDP(国内総生産)の内容とそのあり方の見直しまで含めた論議
さえあるなか、現代資本主義 。金融市場経済へ倫理や強制 (規制)を直接に引
き当てるのではなく、開かれた市場経済と連携する新たなパースペクテイブか
ら情報経済の模索と検証によって情報ネットワークと企業間組織行動を情報協
同経済の自生的な秩序形成へと架橋する。本稿ではそのための基礎的思考枠を
考察した。
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